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依拠したためである。次に、EU 法と WTO 法の比較に依拠する研究を行うにしても、検討
素材は膨大であるため、以下に比較検討の対象を限定している。第一に、EU 運営条約 34
条と、WTO 法における対応規定に当たる GATT3 条に比較対象を限定している。一方の EU
運営条約 34 条は、EU 域内通商において EU 構成国が数量制限および数量制限と同等の効果
をとることを禁止し、他方の GATT3 条は WTO 加盟国が他の WTO 加盟国の産品に対して
差別的な国内措置をとることを禁止する。GATT3 条に定められた内国民待遇原則が貿易自
由化に関する WTO 法の基本原則のひとつを占めることから、GATT3 条は、EU 法との比較
研究を行うに当たってまず取り上げるべき重要規定である。第二は、貿易制限的措置を非
貿易的関心事項との関係で調整する法的枠組である。ここでは、EU 運営条約 34 条の例外
（すなわち同条約 36 条および EU運営条約 34 条の禁止に対する判例上の例外）を一方とし、
GATT 上の義務の一般的例外を定めた GATT20 条を他方として比較を進める。貿易と非貿易
的関心事項との調整については、EU も WTO も共に例外規定という調整のための法的枠組
を機動的に運用することによって乗り切ろうとしているところ、それを具体的に叙述する
ため地球環境保護のための貿易制限的措置を題材として用いた。 
以上のような対象の限定を加えた上で、EU 法と WTO 法の接点を探索し、EU 法から WTO
法の発展への示唆を批判的に探った場合、その接点を通じてみえてくる WTO 法の発展に関
する示唆とはどのようなものであるか。これが本論文において扱われる問題である。この
問題の検討を通じて、EU 法からみた WTO 法のより精密な議論のあり方を示すことが本論




盤を整理して、それが WTO に具わっているかどうかを前提問題として検討した。 
EU と WTO との関係を扱う先行研究との関係で、本研究は、次のような特徴を具える。
先行研究には、EU 法と WTO 法をそれぞれ国内法と国際法と捉える見方（国際･国内法分析
枠組）から出発する研究と、EU 法と WTO 法をともに国際経済関係の法と捉える見方（国
際経済関係法分析枠組）から出発する研究がある。前者の国際･国内法分析枠組は、基本的
に EU 法を国内法、WTO 法を国際法と捉えた上で、EU の対外関係を処理する法制度の分析
を進めるとともに、EU と WTO の関係を EU 内における WTO 法の効力や適用実施の問題と
して扱う。この分析枠組においては、EU 内における EU 法の自律性と対 EU 域外関係にお
ける EU の権限が強調される。これは EU 対外関係機構法の説明には有用ではあるものの、
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しかし WTO 実体法への関心を入れる余地をほとんど残していない。ゆえに、WTO 実体法
を視野に入れつつ EU と WTO の関係を分析しようとする際の分析枠組としては限界がある。
しかし他方の国際経済法分析枠組による研究もまたいくつかの限界をもっている。この見
方による研究は、EU 法と WTO 法の実体法を比較しようとする点で本論文の問題関心と共
通点をもつ。実際に先行研究は、EU 法と WTO 法に共通する現象や機能に焦点を当て、両
者をひとつの視野に収める野心的な試みを生み出してきた。しかし、認識対象を法だけに
絞った上で共通点を導き出そうとする試みは必ずしも成功を収めてこなかった。WTO の紛
争解決例において、EU 法が WTO 法の内容を示すものとして言及された例はほとんど皆無
である。WTO から見るならば、欧州司法裁判所は数ある WTO 加盟国・主体の裁判所のひ
とつにすぎず、もちろん EU 法が国際裁判所としての WTO パネル・上級委員会を直接に拘
束することはない。EU 法が WTO の範となるという前提は、規範の妥当根拠が異なる以上、
当然ながら、成立しない。本論文においては、国際法・国内法分析枠組からも国際経済法








本論文は五つの章によって構成される。第 I 章と第 V 章はそれぞれ問題の所在と結論を
述べたものである。本論は第 II 章から第 IV 章までの三つの章において展開される。まず、
全体の構成を要約的に述べる。第 II 章においては貿易制限的措置の規律規定を拡張的に解
する EU 法解釈に焦点を当て、EU 法と WTO 法の比較基盤の範囲が検討される。次いで、
第 III では、貿易制限的措置の規律規定の適用に焦点を当てることによって EU 法から WTO
法への示唆が探求される。第 IV 章では、貿易と非貿易的関心事項の調整枠組に焦点を当て、
この調整枠組の機動的活用という側面について EU 法から WTO 法への示唆が求められる。 
第 II 章「EU 運営条約 34 条の拡張的解釈基盤と WTO 法との接点」では、EU と WTO の
比較法論がそもそも成立するのか、また、どの範囲で成立しうるのかという論点が、本論
文における議論に必要な範囲で検討される。本論文の狙いは、EU 法からみた WTO 法の発
展の方向性を探るところにある。そうした検討目的の設定に対しては、そもそも EU と WTO
は別々の法制度であって、両者がそれぞれ自律的に機能しているのだから、 比較研究には
裨益するところがないという反論が予想される。さらに、EU と WTO の各条約の目的、制
度構成および貿易自由化に向けて採用している基本論理の異同を無視すべきではないとい
う批判も想定される。このような反論と批判を想定した議論が行われるのが第 II章である。




















第 III 章における検討の焦点は、EU 法と WTO 法における貿易制限的措置の規制分類にあ
てられる。この第 III 章の位置づけは、貿易制限的措置の捉え方という側面について、EU






効果をもつあらゆる措置が EU 運営条約 34 条の禁止対象となるという判例（ダッソンヴィ
ル先決裁定）が 1970 年代に成立した。そのため EU 法においては、貿易制限的措置の規制
分類は意味を失われ、また EU 法と WTO 法の接点も失われたかのようにみえた。しかし、
そのような極端な立場は、後に精密化と修正を加えられることになった。GATT の規制区分
軸を、そうした EU 内での精密化と修正と重ねあわせ、GATT のとっている規制分類を批判
的に捉えなおした場合、貿易制限的措置の法的評価の確度向上につながる接点をみること
はできるか。これが第 III 章において扱われる中心的問題である。 
この章は、二つの節から構成される。A 節では、GATT11 条の規律対象である数量制限措






節では、GATT3 条 4 項の禁止対象とする同種の産品に対する差別的措置が扱われる。貿易




第 IV 章では、EU と WTO における貿易と非貿易的関心事項の調整枠組が扱われる。EU













扱われるのは、欧州司法裁判所のカシス先決裁定、EU 運営条約 36 条および GATT20 条で
ある。この A 節における検討は、後続の B 節および C 節の予備的考察である。続く、B 節
および C 節では地球環境保護を目的とした措置に絞って、A 節において提示した貿易と非
貿易的関心事項の調整枠組の機動的活用が実際に WTO においてもなされているのかとい
う点について検証がなされる。すなわち B 節においては、多国間環境条約を WTO 法よりも
優位させるべきだと主張するパウェリン（Pauwelyn, J.）の主張に反論を試みることによっ
て、貿易制限的措置の評価の際に多国間環境協定など貿易の枠組的条件を形作る国際文書




































る。競争条件の平等というやや抽象度を上げた視点からすると EU 法と WTO 法の重要な接
点がある。 
第 II 章ではさらに自己完結的制度という視点を設定して EU 法と WTO 法の比較検討を試
みた。権利主体を確定した上で、法の違反と帰結を結び付ける制度（自己完結的制度）を
取り上げたのは、法制度に基づく安定性と信頼性の創出という自己完結的制度の内在要因
に着目するがゆえである。そうした要因に目を向ければ、EU 運営条約 34 条の拡張的解釈










裁判所による EU 運営条約 34 条の拡張的解釈が可能となったのは、数量制限と同等の効果
を有する措置の例外をも拡張することによって、貿易制限的措置の評価をめぐる EU 法内部
での信頼性創出が行われたことである。しかし、そうした解決は文言解釈を重視すること
によって WTO 加盟国間の権利義務の均衡を実現しようとする WTO 法には移植できない。
また個人の法主体性を認める EU 法においては、個人が国家の措置を問題にできるという制
度の構成上、WTO における国家対国家の通商紛争で求められるような主張立証までは個人
には求められておらず、個人が国家の措置の EU 法適合性を問うのに適した EU 運営条約 34
条の拡張的解釈は WTO 法には移植できない。これらは EU 法と WTO 法の比較を安易に許






GATT11 条と 3 条の適用範囲の外延の不明瞭、分類区分論の法解釈論上の弱点、紛争解決例





し、国内産品と輸入産品の市場参入に対する負担の検討と、GATT3 条 4 項における不利で
ない待遇という要件の区別については、以上の検討結果をより具体化する必要が残った。
次に、同種の産品に対する差別的措置を禁止する GATT3 条 4 項の適用範囲が広すぎるとい












の多くの理由から、目的効果論は否定されている。さらに、GATT3 条 4 項の適用範囲が広
すぎるという批判として、生産工程論がある。これは、産品の生産工程を規制し、本来な
らば GATT3 条 4 項の適用上「同種」とされる産品を区別する規制の正当性をいう批判論で
ある。この生産工程論を用いることによって、産品の生産における環境への負担を考慮す
ることができるようになるといった利点はたしかにある。しかし結局、GATT3 条における
伝統的な同種の産品の概念を覆すものとはいえない。さらに、GATT3 条 4 項に対する批判
論として規制緩和論がある。ある特定の産品について販売流通制度が設けられている場合、
当該制度内で扱われる輸入産品の不平等取扱いは、GATT3 条 4 項を用いることによって比
較的容易に攻撃できる。これは当該制度内で扱われている特定の産品が輸入産品と同種で

























































った EU と WTO の共通問題については、事実上の収斂が指摘できる。 
 
 
 
 
 
 
 
